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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。 

２  売上高には、消費税等は含まれていません。 

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。 

４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年9月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「当期純利益又は四半期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）」としています。 

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。 

  

回次 
第53期 

第３四半期 
連結累計期間 

第54期 
第３四半期 
連結累計期間 

第53期 

会計期間 
自  平成26年７月１日 
至  平成27年３月31日 

自  平成27年７月１日
至  平成28年３月31日

自  平成26年７月１日 
至  平成27年６月30日 

売上高 (千円) 2,305,227 2,384,771 6,047,004 

経常利益又は経常損失
(△) 

(千円) △337,869 △179,043 355,675 

親会社株主に帰属する 
当期純利益又は 
親会社株主に帰属する 
四半期純損失(△) 

(千円) △262,559 △160,003 253,663 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(千円) △261,122 △220,020 402,225 

純資産額 (千円) 2,744,973 2,908,486 3,408,320 

総資産額 (千円) 6,396,190 7,059,976 4,640,057 

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり四
半期純損失金額(△) 

(円) △62.23 △39.39 60.46 

潜在株式調整後１株当
たり四半期（当期）純
利益金額 

(円) － － － 

自己資本比率 (％) 42.9 41.2 73.5 
 

回次 
第53期 

第３四半期 
連結会計期間 

第54期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成27年１月１日 
至  平成27年３月31日 

自  平成28年１月１日
至  平成28年３月31日

１株当たり四半期純利
益金額 

(円) 6.44 29.40 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年

度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結は行われていません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものです。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、中国をはじめとするアジア新興国等の経済の減速、原油価

格等の下落、欧州を中心とした地政学的リスクの継続によって一部に弱さがあるものの、政府が掲げる日本再興戦

略に基づく経済対策の効果や日銀初のマイナス金融政策を受けて、企業収益や雇用情勢が堅調に推移し、景気は緩

やかながらも回復基調が続きました。 

当社グループの属する建設コンサルタント業界においては、政府の「インフラ長寿命化基本計画」や「国土強靭

化基本法」のもと、橋梁や道路等のインフラストックの長寿命化対策や、巨大地震や大規模災害に対する防災・減

災事業および地方創生を目指した地域活性化施策の推進などの公共事業投資を中心に、弱含みながらも比較的堅調

に推移しました。 

このような状況の中で、当社グループは「第３次長期プラン」に基づき、各営業地域と全社横断的技術部門の連

携を目的としたマトリックス型組織体制による生産力・生産体制と研究開発活動の強化を継続しています。具体的

には、コンストラクション・マネジメント（ＣＭ）事業部準備室を新設し、施工管理等を含む建設事業マネジメン

ト分野の全国的な受注拡大に向けた体制強化を図るとともに、研究開発並びにその成果の市場投入を統括する新規

事業推進室を設置して、顧客ニーズを適時に捉えた活動の強化を行っています。 

また、平成28年3月1日付で完全子会社の福山ビジネスネットワーク株式会社を設立しました。これにより、当社

グループ各社の一体的な研究開発、商品化を促進するための技術研究機能の強化と、各社の管理部門を中心とした

間接業務の集約による効率化を図ることで、事業継続性の強化と企業価値向上を目指します。 

  なお、当社グループは、主要顧客である官公庁の会計年度末に完了・納入する業務が大半を占める関係上、売上

高は第４四半期に集中します。そのため、例年第３四半期までは経常損失、第４四半期で経常利益となることが常

態となっています。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の受注高は、交通センサス業務や老朽化対策業務、鉄道関連業務、ＣＭ関

連業務の受注増加もあって78億35百万円（前年同期比10.3％増）、売上高は23億84百万円（同3.5％増）となりま

した。 

 一方、損益面では、経常損失は1億79百万円（前年同期は3億37百万円の損失）、親会社株主に帰属する四半期純

損失は1億60百万円（前年同期は2億62百万円の損失）となりました。 

  

  

― 3 ―



(2) 財政状態の分析 

(総資産) 

総資産は前連結会計年度末に比べて24億19百万円増加し、70億59百万円となりました。主な要因は、未成業務支

出金の増加18億61百万円、受取手形・完成工事未収入金の増加8億16百万円、現金及び預金の減少3億29百万円で

す。 

  

(負  債) 

負債は前連結会計年度末に比べて29億19百万円増加し、41億51百万円となりました。主な要因は、短期借入金

の増加22億60百万円、業務未払金の増加3億13百万円、未成業務受入金の増加6億7百万円、賞与引当金の増加2億1

百万円、その他流動負債の減少3億68百万円です。 

  

(純資産) 

純資産は前連結会計年度末に比べて4億99百万円減少し、29億8百万円となりました。主な要因は、利益剰余金の

減少2億30百万円、自己株式の増加2億9百万円です。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は44百万円です。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 10,000,000 

計 10,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成28年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年５月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 4,259,200 4,259,200 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード) 

単元株式数は100株です。 

計 4,259,200 4,259,200 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成28年３月31日 ― 4,259,200 ― 589,125 ― 543,708 
 

― 5 ―



(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成27年12月31日の株主名簿により記載しています。 

① 【発行済株式】 

(注) １  「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、2,200株(議決権の数22個)含まれ

ています。 

２  「単元未満株式」には当社保有の自己株式が3株含まれています。 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

      (平成27年12月31日現在) 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式           

133,900 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式            

4,123,300 
41,233 ― 

単元未満株式 
普通株式            

2,000 
― ― 

発行済株式総数 4,259,200 ― ― 

総株主の議決権 ― 41,233 ― 
 

        (平成27年12月31日現在) 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社福山 
コンサルタント 

福岡市博多区博多駅東 
三丁目6番18号 

133,900 ― 133,900 3.14 

計 ― 133,900 ― 133,900 3.14 
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第４ 【経理の状況】 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。 

  

２  監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年１月１日から平成

28年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年７月１日から平成28年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年６月30日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 1,175,830 846,728 

    受取手形・完成工事未収入金 491,506 1,308,278 

    未成業務支出金 450,600 2,312,325 

    その他 63,238 172,973 

    貸倒引当金 △3 - 

    流動資産合計 2,181,171 4,640,305 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物（純額） 535,199 518,620 

      土地 1,022,511 1,022,511 

      その他（純額） 155,259 153,085 

      有形固定資産合計 1,712,971 1,694,217 

    無形固定資産     

      のれん 71,699 59,046 

      その他 32,777 34,289 

      無形固定資産合計 104,477 93,335 

    投資その他の資産     

      退職給付に係る資産 398,835 413,900 

      その他 247,102 222,717 

      貸倒引当金 △4,500 △4,500 

      投資その他の資産合計 641,437 632,118 

    固定資産合計 2,458,886 2,419,671 

  資産合計 4,640,057 7,059,976 

負債の部     

  流動負債     

    業務未払金 102,551 416,186 

    短期借入金 - 2,260,000 

    未払法人税等 65,231 26,976 

    未成業務受入金 177,023 784,532 

    賞与引当金 - 201,594 

    受注損失引当金 22,770 12,285 

    成果品補償損失引当金 85,859 85,859 

    その他 586,103 217,278 

    流動負債合計 1,039,539 4,004,712 

  固定負債     

    退職給付に係る負債 62,510 55,410 

    その他 129,687 91,367 

    固定負債合計 192,197 146,778 

  負債合計 1,231,737 4,151,490 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 589,125 589,125 

    資本剰余金 543,708 543,708 

    利益剰余金 2,144,525 1,914,391 

    自己株式 △64,945 △274,630 

    株主資本合計 3,212,413 2,772,595 
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  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 20,405 △3,786 

    退職給付に係る調整累計額 175,502 139,676 

    その他の包括利益累計額合計 195,907 135,890 

  純資産合計 3,408,320 2,908,486 

負債純資産合計 4,640,057 7,059,976 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年７月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年７月１日 
 至 平成28年３月31日) 

売上高 2,305,227 2,384,771 

売上原価 1,776,204 1,718,910 

売上総利益 529,023 665,860 

販売費及び一般管理費 865,334 844,720 

営業損失（△） △336,310 △178,860 

営業外収益     

  受取利息 164 252 

  保険返戻金 2,400 1,552 

  その他 4,137 4,180 

  営業外収益合計 6,703 5,986 

営業外費用     

  支払利息 5,950 5,565 

  その他 2,311 604 

  営業外費用合計 8,261 6,169 

経常損失（△） △337,869 △179,043 

特別損失     

  減損損失 - 17,780 

  特別損失合計 - 17,780 

税金等調整前四半期純損失（△） △337,869 △196,823 

法人税、住民税及び事業税 44,084 48,527 

法人税等調整額 △119,394 △85,348 

法人税等合計 △75,310 △36,820 

四半期純損失（△） △262,559 △160,003 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △262,559 △160,003 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年７月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年７月１日 
 至 平成28年３月31日) 

四半期純損失（△） △262,559 △160,003 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 13,824 △24,191 

  退職給付に係る調整額 △12,387 △35,825 

  その他の包括利益合計 1,437 △60,016 

四半期包括利益 △261,122 △220,020 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 △261,122 △220,020 

  非支配株主に係る四半期包括利益 - - 
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【注記事項】 

（会計方針の変更） 

 （企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」

という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動

による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方

法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計

処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反

映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分へ

の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年

度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－4項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来

にわたって適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

  
(四半期連結損益計算書関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成26年７月１日  至  平成27年３月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平

成27年７月１日  至  平成28年３月31日) 

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する業務の割合が大きいた

め、第３四半期連結会計期間までの各四半期連結会計期間の売上高と第４四半期連結会計期間との売上高に著しい

相違があり、業績に季節的変動があります。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりです。 

  

  

(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成26年７月１日  至  平成27年３月31日) 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成26年７月１日 
至  平成27年３月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年７月１日 
至  平成28年３月31日) 

減価償却費 74,916千円 76,375千円 

のれん償却額 12,652千円 12,652千円 
 

決  議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年９月26日
定時株主総会 

普通株式 59,350 14.0 平成26年６月30日 平成26年９月29日 利益剰余金 
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当第３四半期連結累計期間(自  平成27年７月１日  至  平成28年３月31日) 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 

決  議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年９月29日
定時株主総会 

普通株式 70,130 17.0 平成27年６月30日 平成27年９月30日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当社グループは、建設コンサルタント事業における６つの事業分野(交通マネジメント系・地域マネジメント系・環

境マネジメント系・リスクマネジメント系・ストックマネジメント系・建設マネジメント系)を営む単一事業の企業集

団であることから、記載を省略しています。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純損失金額(△)及び算定上の基礎 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

項目 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成26年７月１日 
至  平成27年３月31日) 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成27年７月１日 
至  平成28年３月31日) 

１株当たり四半期純損失金額(△)(円) △62.23 △39.39 

 (算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)
(千円) 

△262,559 △160,003 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純損失金額(△)(千円) 

△262,559 △160,003 

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,218 4,061 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成２８年５月１１日

株式会社福山コンサルタント 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社福山コ

ンサルタントの平成27年７月１日から平成28年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年１月１

日から平成28年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年７月１日から平成28年３月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福山コンサルタント及び連結子会社の平成28年３月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

有限責任監査法人 トーマツ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    工    藤    重    之    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    野    澤        啓     印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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